
決 算 額 構 成 決 算 額 構 成 （Ｂ）－（Ａ） 増 減
町　　税 761,553 12.1 738,138 16.0 -23,415 -3.1
使用料手数料 78,033 1.3 83,297 1.8 5,264 6.7
分担金負担金 5,594 0.1 11,197 0.2 5,603 100.2
財産収入 52,408 0.8 3,498 0.1 -48,910 -93.3
寄附金 355 0.1 369 0.0 14 3.9
諸収入 460,677 7.3 101,026 2.2 -359,651 -78.1
繰入金 449,806 7.1 86,244 1.9 -363,562 -80.8
繰越金 626,550 9.9 117,746 2.6 -508,804 -81.2
小計 2,434,976 38.7 1,141,515 24.7 -1,293,461 -53.1
地方交付税 2,477,250 39.3 2,440,605 52.9 -36,645 -1.5
地方譲与税等 198,495 3.2 201,494 4.4 2,999 1.5
国・県支出金 782,246 12.4 546,821 11.8 -235,425 -30.1
町　　債 404,900 6.4 286,100 6.2 -118,800 -29.3
うち臨時財政対策債 258,200 4.1 200,300 4.3 -57,900 -22.4
小計 3,862,891 61.3 3,475,020 75.3 -387,871 -10.0

6,297,867 100.0 4,616,535 100.0 -1,681,332 -26.7

<増減の主なもの>

町税 地方交付税
市町村民税　　235,753　→　221,462（△14,291） 地方交付税   2,477,250  → 2,440,605(△36,645)
固定資産税　　467,149　→　459,232（△ 7,917)

地方譲与税
使用料手数料 所得譲与税　　　 15,704　→　 32,996（ 17,292）
火葬場使用料　　  1,930　→　  2,628（ 698 ) 自動車重量譲与税 20,345  →　 28,242（  7,897)
じん芥焼却処理　　8,939　→　 10,792（1,853) 自動車取得税交付金 25,100 → 14,975 (△10,125)

分担金負担金 国庫支出金
林道事業費分担金     0  →    3,091 (3,091) 老人保護措置費負担金　4,638  →  504 (△4,134)
ふるさと整備土木事業  0  →    3,948 (3,948) 特別養護老人ホーム建設費補助金

　　　　　　　　　　 　14,691 →  0 (△14,691)
財産収入 地方道路整備臨時交付金 62,425 →  0 (△62,425)
土地売払収入　　 49,685  →     455 (△49,230)

県支出金
諸収入 老人保護措置費負担金　2,319　→   252 (△2,067)
新地域ｴﾈﾙｷﾞｰ導入・省ｴﾈﾙｷﾞｰ普及促進対策費補助金 フォレスト・コミュニティ総合整備事業
　　　　　　　 293,140  →　 　　0 (△293,140)                67,318  →  17,802 (△49,516)

特別養護老人ホーム建設補助金
繰入金                 25,833  →　    0 (△25,833)
減債基金繰入金  230,000  →    0 (△230,000)
地域福祉基金繰入金　100,000  →  0 (△100,000) 町債

臨時財政対策債　258,200 → 200,300 (△57,900）
繰越金 過疎対策事業債   44,200 →  10,500 (△33,700)
前年度繰越金  626,550 → 117,746 (△508,804)

－１－
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   １　平成１７年度普通会計決算状況

智　頭　町　の　財　政　状　況

（単位：千円、％）
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決 算 額 構 成 決 算 額 構 成 （Ｂ）－（Ａ） 増 減
  人    件    費 1,118,378 18.1 1,108,628 24.9 -9,750 -0.9
  扶    助    費 304,339 4.9 290,703 6.5 -13,636 -4.5
  公    債    費 764,968 12.4 738,030 16.5 -26,938 -3.5
  物    件    費 593,501 9.6 486,042 10.9 -107,459 -18.1
  維 持 補 修 費 18,802 0.3 17,867 0.4 -935 -5.0
  補    助    費 1,160,177 18.8 674,444 15.1 -485,733 -41.9
  小          計 3,960,165 64.1 3,315,714 74.3 -644,451 -16.3
  普通建設事業 1,096,953 17.8 215,749 4.8 -881,204 -80.3
  災害復旧事業費 87,718 1.4 135,466 3.0 47,748 54.4
  積    立    費 172,316 2.8 198,686 4.5 26,370 15.3
  投資及び出資金 24,648 0.4 63,956 1.4 39,308 159.5
  貸    付    金 70,300 1.1 26,790 0.6 -43,510 -61.9
  繰    出    金 768,021 12.4 504,694 11.3 -263,327 -34.3
  予    備    費
  合    計    ② 6,180,121 100.0 4,461,055 100.0 -1,719,066 -27.8

   差  　　引    ①－② 117,746 155,480 37,734 32.0

<増減の主な理由>

人件費 普通建設事業
職員給    722,344  →   678,966 ( △43,378 ) 保健センター建設費
議員報酬   59,615  →    48,527 ( △11,088 ) 　　　　　　　505,354 →   5,142 ( △500,212 )

退職手当組合負担金  120,490 → 182,166 ( 61,676 ) フォレスト・コミュニティ総合整備事業
　　　　　　　106,072 →  28,197 ( △77,875 )

公債費 道路新設改良単独事業
住宅新築資金等貸付事業 34,419→ 30,170 ( △4,249 ) 　　　　　　　138,743 →  13,427 ( △125,316 )
地方債元利償還金   730,539 →  707,860 ( △22,679 )

災害復旧事業
物件費 林道施設災害復旧事業
法定・法定外公共物調査委託 　　　　　　　 10,810 →  49,291 ( 38,481 )
　　　　　  13,020  →    0  ( △ 13,020 ) 農地農業施設災害復旧事業
文書広報費　 5,202 →   3,571 ( △ 1,631 ) 　　　　　　　 30,914 →  60,805 ( 29,891 )

補助費 積立費
被害者住宅再建支援基金   財政調整基金  121,578  →  170,389 ( 48,811 )
　　　　　　27,964 →   1,413 ( △26,551 ) 減債基金        1,046  →    5,873 (  4,827 )
病院施設費 489,679 → 157,365 ( △332,314 )

投資及び出資金
病院施設費　  17,048  → 　63,956 ( 46,908 )

繰出金
介護サービス事業　212,307 →   0 ( △212,307 )

－２－

（単位：千円、％）
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（単位：％）
区　　　分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 17年度町村平均

経常収支比率 85.4 88.4 89.6 87.8 89.9 91.3
公債費負担比率 16.0 18.2 17.6 17.4 19.0 21.2
起債制限比率 8.4 9.8 10.9 10.9 10.8 12.1

<経常収支比率の推移>

<公債費負担比率の推移>

<起債制限比率の推移>

　２　主な財政指標の推移
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３　町債・基金残高推移

（１）町債残高

（２）基金残高

－４－
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（単位：百万円）

駅南団地
中原ふるさと交
流センター
消防ポンプ車
（那岐）
町道南方岡田線
改良
林道

駅南団地
山郷小学校
林道

町道久志谷
支線・３号
線改良
町道南方岡
田線改良
林道
山郷小学校
（プール）

林道
山郷小学校
（体育館）
町道南方岡田
線改良

とんぼの
見える家

石谷家
地域イン
ターネット
小学校改修

保健・医療・福祉
総合センター
町道天神線改良
総合案内所
養蚕の家

保健・医療・福祉
総合センター
田園空間整備事業

保健・医療・福
祉総合センター

久志谷児童
館改修

災害復
旧事業

513
553

714

782

1,140

1,304

1,156

991

807

530

643

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

平成7年度 平成8年度 平成9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度

（単位：百万円）



　実質公債費比率について

平成18年度実質公債費比率の算定結果（速報値）
（単位：％）

鳥取市 16.8 10.7
米子市 16.4 13.2
倉吉市 21.1 11.9
境港市 19.8 12.8
岩美町 14.9 10.2
若桜町 18.2 13.6
智頭町 16.0 10.8
八頭町 17.6 11.4
三朝町 16.6 12.2
湯梨浜町 17.9 10.8
琴浦町 16.6 10.7
北栄町 17.8 10.8
日吉津村 15.2 12.9
大山町 15.0 11.3
南部町 16.4 10.9
伯耆町 17.3 13.7
日南町 20.9 13.7
日野町 22.4 15.9
江府町 15.6 12.7
市町村平均 17.5 12.1

－５－

　＜参　　考＞

市町村名
実質公債費比率（Ｈ
１５～１７平均）

起債制限比率（Ｈ１
５～１７平均）

　　平成１８年度より、地方債は許可制から協議制へと移行されましたが、一定
　以上に財政状況が悪化した団体については、従来どおり地方債の発行に際して
　国の許可が必要となります。
　　財政状況を判断するために新たに導入されたのが実質公債費比率であり、こ
　れが１８％以上の団体は国の許可が必要となります。
　　実質公債費比率は、従来の起債制限比率に一定の見直しを行ったもので、公
　営企業の元利償還金への一般会計からの繰入金が算入されるなど、実質的な負
　担度合いがわかる指標となっています。


